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事業者向けの難病患者の就労支援に資するマニュアル「案」の作成 

 
研究分担者  江口 尚  産業医科大学 産業生態科学研究所 産業精神保健学研究室 

 
研究要旨 

本研究では、インターネット調査の結果を踏まえた事業者向けの難病患者の就労支援に資するマニ

ュアル「案」を作成することを目的とした。既存データ解析と事例案の作成を行った。①既存データ

解析：これまでの事業者の向けのマニュアルでは示されていなかった難病患者の心理社会的要因やメ

ンタルヘルスに着目することの重要性を示すデータを示すことができた。②事例案の作成：現在の事

例案は、研究者が作成した段階であることから、今後は、作成した事例案を当事者や支援者に確認を

してもらい内容の改善を進める必要がある。 

A. 研究目的  

治療と仕事の両立支援（以下、両立支援）の

ガイドラインにおいて難病に関する留意事項が

作成され、療養・就労両立支援指導料の対象に

もなっている。難病については指定難病だけで

も 15 疾患群 338 疾患あり、症状や治療の内容

も多様で、両立支援に対する当事者、事業者の

ニーズも多様である。令和 3年度には、当研究

班においてインターネット調査を実施し、コロ

ナ禍における難病のある労働者の就労の現状を

把握した。そこで本研究では、インターネット

調査の結果を踏まえた事業者向けの難病患者の

就労支援に資するマニュアル「案」を作成する

ことを目的とした。 

 

B. 研究方法  

①既存データ解析：調査は 2021年 11月に実施

した。楽天インサイト株式会社が保有するパネ

ル参加者220万人に対してメールやホームペー

ジの広告等を通じて参加の呼びかけを行った。

選択基準は①調査実施時点で指定難病の診断を

受けている者②年齢 20歳から 65歳までの者と

した。調査項目としては、社会人口学的特性（性

別、年齢、指定難病名、婚姻歴、学歴、障害者

手帳の所持、年収、学歴等）、心理社会的安全風

土尺度（PSC-12）、日常生活や体調の状況、新

型コロナウイルスへの対応状況、仕事の状況な

どについて聴取した。2100名から回答を得てデ

ータベースを構築した。②事例案の作成：難病

相談支援センターへのヒアリングや、本学両立

支援外来での経験をもとに、事業者に対して、

難病患者における両立支援を進めるための事業

者向けの具体的なポイントを明確にするために

事例を作成した。 

(倫理面への配慮) 

本研究は、産業医科大学倫理審査委員会の承

認（承認番号：R3-051）を得て実施した。 

 

C. 研究結果 

①既存データ解析：働いている難病のある労働

者において、支援の必要性、病気の報告、支援

を受けている、定期的な相談、主治医への相談、

現在の仕事の内容、主治医への意見書の依頼、

治療の状況、支援の状況によるストレスの有無、

配慮の数とストレスの状況、受けている支援の

具体的な内容、職場での配慮の内容、の結果を

示した。 

 

 

図 1 支援の必要性 
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図２ 病気の報告と支援の必要性 

 

 

図３ 支援の申し出の有無と支援の必要性 

 

 

図４ 支援の状況と定期的な相談 

 

 

図５ 支援の必要性と主治医への相談 

 

 

図６ 仕事の内容 

 

 

図７ 支援の必要性と主治医からの意見の聴取 
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図８ 治療の状況 

 

 

図９ 通院できない理由 

 

 

図 10 支援の必要性と高ストレス状態の有無 

 

 

図 11 配慮の数と高ストレス状態者の割合 

 

 

図 12 受けている支援の具体的な内容 

 

 

図 13 職場での配慮の内容 
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②事例案の作成：事例案を作成し、その事例を

ベースに事業者が両立支援を進める上で役立つ

ポイント案を作成した。（図 14） 

 

D. 考察 

①既存データ解析：これまでの事業者の向けの

マニュアルでは示されていなかった難病患者の

心理社会的要因やメンタルヘルスに着目するこ

との重要性を示すデータを示すことができた。

心理社会的要因やメンタルヘルスに着目するこ

とで、より事業者の両立支援への関心を高める

ことができると考えられた。 

②事例案の作成：現在の事例案は、研究者が作

成した段階であることから、今後は、作成した

事例案に対して、当事者や支援者から意見をも

らうことで内容の改善を進める必要がある。 

 

E. 結論 

インターネット調査の結果を踏まえた事業者

向けの難病患者の就労支援に資するマニュアル

「案」を作成した。次年度は、今年度実施でき

なかった当事者や事業者に対して本マニュアル

に掲載している事例やデータについてのヒアリ

ングを行い内容をブラッシュアップして、体裁

を整えて最終的なマニュアルを作成したいと考

えている。 

 

F．健康危険情報 

 該当なし 

 

G．研究発表 

1. 論文発表  

該当なし 

2. 学会発表 

1．江口尚、小森哲夫. 難病のある労働者に

おける疾患群と心理的ストレスとの関係. 

産業衛生学雑誌. 第 64巻. 434. 2022 第 95

回日本産業衛生学会（高知） 

2．江口尚. 知っていますか？難病患者の就

労支援 難病患者における治療と仕事の両

立支援における現状・課題・展望. 日本難病

医療ネットワーク学会機関紙. 第10巻1号.  

3. 2022 第 10回日本難病医療ネットワーク

学会学術集会（東京） 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定含む） 

1. 特許取得 

該当なし 

2. 実用新案登録 

該当なし 

3. その他 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 3 

厚生労働行政推進調査事業費補助金(難治性疾患政策研究事業) 

分担研究報告書 

148 

 

図 14-1 事例とポイント（１） 

 

 

 

図 14-2 事例とポイント（2） 
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図 14-3 事例とポイント（3） 

 

図 14-4 事例とポイント（4） 
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図 14-5 事例とポイント（5） 

 

 

 

 

図 14-6 事例とポイント（6） 
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図 14-7 事例とポイント（7） 

 

 

 

 

図 14-8 事例とポイント（8）
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